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豪
の
制
度
改
革
の
経
緯

　

豪
の
「
高
等
教
育
拠
出
金
制
度

（
H
E
C
S
）」
が
注
目
を
集
め
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
世
間
の
関
心
は
も
っ
ぱ

ら
納
税
者
番
号
の
登
録
を
通
じ
て
政
府
が

奨
学
生
の
卒
業
後
の
所
得
を
捕
捉
し
、
奨

学
生
は
卒
業
後
の
各
年
の
実
際
の
所
得
に

応
じ
て
自
ら
が
負
担
す
る
教
育
費
用
を
源

泉
徴
収
方
式
で
割
賦
返
済
す
る
、
と
い
う

枠
組
み
に
ば
か
り
向
い
て
い
る
よ
う
だ
。

同
国
で
は
そ
も
そ
も
、
ど
の
よ
う
な
問
題

意
識
の
下
で
高
等
教
育
制
度
の
改
革
が
行

わ
れ
、
そ
の
一
環
と
し
て
H
E
C
S
が
導

入
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
の
か
。

　

現
在
、
豪
の
大
学
の
大
半
（
43
大
学
中

の
37
大
学
）
は
国
公
立
で
あ
る
。
高
等
教

育
機
関
の
在
学
時
期
は
人
に
よ
っ
て
ま
ち

ま
ち
で
あ
る
。
高
等
教
育
費
用
の
個
人
負

担
分
を
支
援
す
る
政
府
の
制
度
も
、
国
民

の
そ
の
よ
う
な
高
等
教
育
機
関
へ
の
就
学

の
実
態
に
合
わ
せ
た
つ
く
り
と
な
っ
て
い

る
。
概
念
的
に
見
て
わ
が
国
の
「
大
学
進

学
率
」
に
比
較
的
近
い
と
み
ら
れ
る
「
学

位
取
得
率
」（
2
0
1
4
年
時
点
、人
口
比
）

は
、「
15
〜
64
歳
」
で
12
・
3
％
、「
25
〜

34
歳
」
で
37
・
3
％
に
と
ど
ま
り
、
い
わ

ゆ
る
「
大
学
進
学
率
」
は
わ
が
国
よ
り
は

か
な
り
低
い
水
準
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
様

子
が
見
て
と
れ
る
。
ま
た
、
近
年
で
は
留

学
生
の
増
加
傾
向
が
著
し
く
、
全
大
学
生

の
4
分
の
1
に
達
し
て
い
る
。

　

同
国
で
は
1
9
8
0
年
代
末
、
経
済
の

グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
よ
っ
て
国
際
的
な
競
争

が
激
化
す
る
中
、
伝
統
的
な
産
業
や
1
次

産
品
中
心
の
輸
出
に
陰
り
が
見
え
始
め
、

高
度
な
製
造
業
や
サ
ー
ビ
ス
産
業
を
発
展

さ
せ
る
た
め
人
材
育
成
の
必
要
性
が
強
く

認
識
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
そ
し
て
、

高
等
教
育
シ
ス
テ
ム
改
革
が
主
要
な
政
策

課
題
に
掲
げ
ら
れ
、
大
胆
な
改
革
が
断
行

さ
れ
た
。
87
年
時
点
に
お
い
て
は
73
も
あ

っ
た
国
内
の
高
等
教
育
機
関
（
平
均
学
生

数
は
5
万
3
0
0
0
人
）
は
、
91
年
に
は

実
に
38
機
関
（
同
1
万
4
0
0
0
人
）
に

ま
で
整
理
・
統
合
さ
れ
た
。
そ
の
上
で
、

高
等
教
育
費
用
に
関
し
て
も
、
戦
後
長
ら

く
続
い
て
い
た
全
額
国
庫
負
担
と
い
う
考

え
方
を
転
換
し
、
税
制
を
通
じ
て
学
生
に

高
等
教
育
の
費
用
負
担
を
考
え
る

豪
の
政
策
運
営
が
示
唆
す
る
方
向
性

日
本
総
合
研
究
所
上
席
主
任
研
究
員

河
村
小
百
合

解 説

　
本
年
6
月
の
「
骨
太
の
方
針
」
で
は
、
年
収
3
8
0
万
円
未
満
の
世
帯
の
学
生
の
高
等
教
育
無
償
化
（
授
業
料
減
免
と

給
付
型
奨
学
金
の
拡
充
）
を
、
所
得
階
層
別
に
2
0
2
0
年
4
月
か
ら
実
施
す
る
こ
と
が
打
ち
出
さ
れ
た
。
こ
れ
に
先
立

ち
与
党
・
自
民
党
は
5
月
に
、
幅
広
い
世
帯
を
対
象
に
い
わ
ゆ
る
「
出
世
払
い
制
度
」
の
導
入
を
提
言
し
、
見
解
は
分
か

れ
た
。
そ
の
い
ず
れ
に
お
い
て
も
、
国
と
し
て
の
高
等
教
育
の
位
置
付
け
や
、
学
生
全
体
の
教
育
コ
ス
ト
の
負
担
（
授
業

料
や
国
庫
拠
出
）
の
在
り
方
に
関
す
る
議
論
は
十
分
に
尽
く
さ
れ
て
は
い
な
い
も
よ
う
で
あ
る
。
そ
こ
で
本
稿
で
は
、
オ

ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
高
等
教
育
政
策
運
営
を
題
材
に
、
単
な
る
奨
学
金
の
制
度
設
計
に
と
ど
ま
ら
ず
、
高
等
教
育
の
位
置
付

け
を
含
め
た
わ
が
国
の
政
策
運
営
へ
の
示
唆
を
探
る
こ
と
と
し
た
い
。

か
わ
む
ら
・
さ
ゆ
り　
88
年
3
月
京

大
法
学
部
卒
、14
年
7
月
か
ら
現
職
。

09
年
か
ら
国
税
審
議
会
委
員
、11
年

か
ら
社
会
保
障
審
議
会
委
員
、15
年

か
ら
行
政
改
革
推
進
会
議
民
間
議
員

を
そ
れ
ぞ
れ
務
め
る
。
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も
一
定
の
負
担
を
求
め
る
H
E
C
S
が
89

年
1
月
に
導
入
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
学
生

1
人
当
た
り
の
教
育
コ
ス
ト
は
「
政
府
拠

出
分
」
と
「
学
生
拠
出
分
」
に
区
分
さ
れ
、

政
府
は
納
税
者
番
号
登
録
を
通
じ
、
学
生

拠
出
分
を
卒
業
後
の
所
得
に
応
じ
て
源
泉

徴
収
方
式
で
徴
収
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

当
初
の
学
生
拠
出
分
は
、
学
生
1
人
当
た

り
の
教
育
コ
ス
ト
の
平
均
の
2
割
相
当
の

1
万
8
0
0
0
豪
㌦
と
設
定
さ
れ
、
学
部

や
専
攻
を
問
わ
な
い
一
律
の
設
定
で
あ
っ

た
が
、
97
年
に
は
学
生
拠
出
分
を
将
来
の

収
入
に
応
じ
て
コ
ー
ス
分
け
す
る
3
バ
ン

ド
方
式
（
3
万
3
0
0
0
豪
㌦
、
4
万

7
0
0
0
豪
㌦
、
5
万
5
0
0
0
豪
㌦
）

が
導
入
さ
れ
た
。
な
お
、
こ
の
H
E
C
S

が
対
象
と
す
る
の
は
あ
く
ま
で
授
業
料
の

み
で
、
わ
が
国
で
広
く
利
用
さ
れ
て
い
る

日
本
学
生
支
援
機
構
（
J
A
S
S
O
）
の

奨
学
金
の
よ
う
に
、
生
活
費
ま
で
対
象
と

す
る
も
の
と
は
な
っ
て
い
な
い
点
に
注
意

す
る
必
要
が
あ
る
。

H
E
C
S-

H
E
L
P
の
枠
組
み

　

そ
の
後
も
豪
で
は
、
高
等
教
育
制
度
の

改
革
で
不
断
の
努
力
が
積
み
重
ね
ら
れ
、

2
0
0
5
年
に
は
費
用
負
担
制
度
に
つ
い

て
、
従
前
か
ら
の
H
E
C
S
に
加
え
て
新

た
な
支
援
ス
キ
ー
ム
を
導
入
す
る
大
が
か

り
な
改
革
が
実
施
さ
れ
た
。

　

ま
ず
、
従
前
か
ら
の
H
E
C
S
は
①

H
E
C
S-

H
E
L
P
（
高
等
教
育
の
費

用
の
自
己

負
担
分
を

無
利
子
か

つ
所
得
累

進
制
で
返

済
す
る

「
政
府
支

援
学
生
」

向
け
）
と

し
て
位
置

付
け
ら
れ

る
こ
と
と

な
っ
た
。

な
お
、
大

学
に
在
学

す
る
国
内

学
生
の
す

べ
て
が
政

府
支
援
学

生
と
な
る

わ
け
で
は

フルタイム学生の教育のための負担相当額（EFTSL※）
に対する拠出

学生拠出分
の最大額

政府 合計

（豪ドル）

学生拠出
の割合（%）

学問分野

人文科学
法学、会計学、行政学、経済学、商学
数学、統計学
行動科学、社会学
教育
臨床心理学、外国語学、視覚･実演芸術学
関連保健学
コンピューター科学、環境構築学、その他保健学
看護学
科学
工学、測量学
農学
医学、歯科学、獣医学

6,256
10,440
8,917
6,256
6,256
6,256
8,917
8,917
6,256
8,917
8,917
8,917
10,440

5,539
1,994
9,800
9,800
10,196
12,053
12,053
9,800
13,456
17,136
17,136
21,748
21,748

11,795
12,434
18,717
16,056
16,452
18,309
20,970
18,717
19,712
26,053
26,053
30,665
32,188

53%
84%
48%
39%
38%
34%
43%
48%
32%
34%
34%
29%
32%

（注※）Equivalent Full-Time Student Loadの略。
（出所）Department of Education and Training, Australian Government, Higher 

Education in Australia A review of reviews from Dawkins to today, October 
28, 2015、p8 Table 1を基に日本総合研究所作成

〈図表1〉学部･分野別にみた、豪連邦支援学生の教育費における
学生拠出額および政府拠出額の内訳

2011年

9,080

7,756

5,442

4,355

バンド3

バンド2

バンド1

国家優先分野

法学、歯科学、医学、獣医学
会計学、行政学、経済学、商学
コンピューター科学、環境構築学、保健学、工学、
測量学、農学、数学、統計学、科学（2013年1月以降）
人文科学、行動科学、社会学、外国語学、
視覚･実演芸術学、教育学、看護学
数学、統計学、科学

2012年

9,425

8,050

5,648

4,520

2013年

9,792

8,363

5,868

n.a.

（出所）Australian Government Department of Education and Training, Higher 
Education Report 2011-2013,2014, Table 46, p106を基に日本総合研究所作成

〈図表2〉2011～13年の学生拠出区分（バンド）別の
学生拠出額の上限の推移

（原資料注）進学率、現役志願率については、小数点以下第2位を四捨五入しているため、内訳の
計と合計が一致しない場合がある。

（原資料）文部科学省『学校基本統計』、平成41（2029）～43（2031）年度については国立社会保
障･人口問題研究所『日本の将来推計人口（出生中位）･死亡中位』を基に作成

（資料）文部科学省『文部科学白書2016』p203、図表2-5-1

〈図表3〉わが国の18歳人口と高等教育機関への進学率等の推移

（豪ドル）
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な
く
、
各
年
の
対
象
学
生
数
は
予
算
制
約

や
政
府
の
方
針
な
ど
に
よ
っ
て
も
変
動
す

る
こ
と
に
な
る
。
そ
う
し
た
事
情
も
踏
ま

え
て
、
そ
れ
以
外
に
も
、
②
F
E
E-

H
E
L
P
（
国
内
の
授
業
料
徴
収
学
生
向

け
。
学
部
コ
ー
ス
は
手
数
料
あ
り
、
大
学

院
コ
ー
ス
は
な
し
）
③
O
S-

H
E
L
P

（
海
外
で
学
ぶ
政
府
支
援
学
生
向
け
。
手

数
料
な
し
）
が
併
せ
て
設
け
ら
れ
た
。

　

ち
な
み
に
、
政
府
支
援
学
生
と
な
る
要

件
は
（
A
）
国
内
学
生
で
あ
る
こ
と
（
B
）

基
準
以
上
の
学
生
学
習
権
（
S
L
E
）
の

保
有
者
で
あ
る
こ
と
─
の
2
点
の
み
と
さ

れ
た
。
S
L
E
と
は
、
05
年
1
月
よ
り
、

す
べ
て
の
豪
国
民
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

国
民
、
永
住
ビ
ザ
保
有
者
に
付
与
さ
れ
た

も
の
で
、
誰
で
も
高
等
教
育
機
関
に
7
年

間
、
フ
ル
タ
イ
ム
で
国
費
に
よ
る
一
定
の

負
担
を
受
け
つ
つ
、
費
用
の
一
部
は
自
己

負
担
す
る
形
で
就
学
す
る
こ
と
が
可
能
と

い
う
権
利
で
あ
る
。
高
等
教
育
機
関
と
い

っ
て
も
、
通
学
先
は
人
に
よ
っ
て
大
学
か

ら
N
U
H
E
P
S
（
非
大
学
高
等
教
育
機

関
）
ま
で
多
様
で
は
あ
る
が
、
全
国
民
に

対
し
て
等
し
く
、
一
定
の
政
府
の
支
援
を

受
け
つ
つ
、
高
等
教
育
を
受
け
る
機
会
が

与
え
ら
れ
た
こ
と
に
な
る
。

　

そ
し
て
そ
の
後
、
H
E
L
P
に
は
順
次
、

④
V
E
T
F
E
E-

H
E
L
P
（
一
定
の

自
発
的
教
育
・
訓
練
を
受
け
る
、
S
L
E

を
有
す
る
適
格
学
生
向
け
）
⑤
S
A-

H
E
L
P
（
学
生
サ
ー
ビ
ス
お
よ
び
ア
メ

ニ
テ
ィ
ー
費
用
対
象
の
適
格
学
生
向
け
）

と
い
う
ス
キ
ー
ム
も
追
加
さ
れ
た
。

　

こ
の
H
E
C
S‐

H
E
L
P
に
つ
い
て

注
目
す
べ
き
は
、
各
学
問
分
野
ご
と
に
学

生
の
1
人
当
た
り
教
育
コ
ス
ト
を
把
握
し

た
上
で
、
各
分
野
の
卒
業
後
の
所
得
水
準

も
勘
案
し
、
学
生
拠
出
分
の
最
大
額
を
設

定
す
る
と
い
う
き
め
細
か
い
政
策
運
営
が

行
わ
れ
て
い
る
点
で
あ
る
（
図
表
1
）。

例
え
ば
、「
法
学
、
会
計
学
、
行
政
学
、

経
済
学
、商
学
」

の
分
野
は
、
学

生
1
人
当
た
り

の
教
育
コ
ス
ト

は
相
対
的
に
は

小
さ
い
一
方
、

卒
業
後
に
高
所

得
が
見
込
ま
れ

る
分
野
で
あ
る

た
め
、
政
府
拠

出
分
は
ご
く
少

額
に
抑
え
ら
れ
、

学
生
拠
出
分
は

全
分
野
を
通
じ

て
最
高
の
金
額

（
約
1
万
豪
㌦
）

か
つ
そ
の
教
育

コ
ス
ト
全
体
に

占
め
る
割
合
は
最
大
（
84
％
）
と
な
っ
て

い
る
。
こ
れ
に
対
し
て
「
医
学
、
歯
科
学
、

獣
医
学
」
は
卒
業
後
に
高
所
得
が
見
込
ま

れ
る
分
野
で
あ
り
、
学
生
拠
出
分
は
上
述

の
法
学
な
ど
の
分
野
と
同
一
金
額
（
約
1

万
豪
㌦
）
の
最
高
額
と
さ
れ
る
が
、
学
生

1
人
当
た
り
の
教
育
コ
ス
ト
は
最
大
で
あ

る
こ
と
か
ら
、
教
育
コ
ス
ト
全
体
に
占
め

る
割
合
は
32
％
に
と
ど
め
ら
れ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
H
E
C
S-

H
E
L
P
の
枠

組
み
の
設
計
に
は
「
高
等
教
育
と
は
、
卒

業
後
に
高
収
入
を
得
る
た
め
の
自
己
投

資
」
と
い
う
同
国
の
考
え
方
が
ス
ト
レ
ー

ト
に
表
れ
て
い
る
と
言
え
よ
う
。

　

ち
な
み
に
、
国
に
よ
る
政
策
運
営
の
優

先
順
位
の
変
化
に
よ
り
、
学
生
拠
出
分
の

設
定
も
年
に
よ
り
変
化
し
て
い
る
。
図
表

2
は
、
3
バ
ン
ド
方
式
で
学
生
拠
出
分
が

設
定
さ
れ
て
い
た
最
後
の
時
期
に
当
た
る

2
0
1
1
〜
13
年
の
学
生
拠
出
分
の
上

限
の
推
移
を
見
た
も
の
で
あ
る
が
、
当
時

は
三
つ
の
バ
ン
ド
の
ほ
か
に
「
国
家
優
先

1992

60
（％）

50

40

30

20

10

0 94 96 98 2000 02 04 06 08
奨学金 JASSO奨学金

10 12 14 16
（年度）

（出所）岩田弘三「アルバイト状況」『平成28年度学生生活調査結果』
（独）日本学生支援機構、2018年3月、図＠.2を基に日本総合研
究所作成

〈図表4〉わが国の学生の奨学金受給率の推移

年度末

2004
2005
2006
2007
2008
2009
2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016

要返還債権額
（A）※1

22,568億円
25,275億円
28,503億円
32,354億円
36,145億円
40,139億円
44,179億円
48,204億円
52,547億円
56,878億円
61,018億円
64,803億円
67,872億円

1日以上の
延滞債権額
（B）※2

2,644億円
2,900億円
3,283億円
3,635億円
3,971億円
4,561億円
4,730億円
4,755億円
4,931億円
5,064億円
5,089億円
5,175億円
5,400億円

B/A

11.7%
11.5%
11.5%
11.2%
11.0%
11.4%
10.7%
9.9%
9.4%
8.9%
8.3%
8.0%
8.0%

3カ月以上の
延滞債権額
（C）※2

1,787億円
1,864億円
2,074億円
2,253億円
2,386億円
2,629億円
2,660億円
2,647億円
2,682億円
2,639億円
2,491億円
2,396億円
2,388億円

C/A

7.9%
7.4%
7.3%
7.0%
6.6%
6.5%
6.0%
5.5%
5.1%
4.6%
4.1%
3.7%
3.5%

（注※1）総貸付残高のうち卒業等により返還段階に入った債権の残高で、返還猶
予中の債権を含む。大学等に在学中で、現に貸与を受けている学生への
債権は含まない。

（注※2）要返還債権額のうち各年度末時点で１日以上または３カ月以上延滞し
ている債権の残高で、返還期限猶予中の債権は含まない。

（出所）（独）日本学生支援機構『奨学金事業への理解を深めていただくために[報
道等を見て関心を持たれた皆様に向けたデータ・ファクト集]』2017年
11月
（https://www.jasso.go.jp/about/information/__icsFiles/afieldfile/
2017/11/14/s_gorikai2017.pdf）

〈図表5〉JASSO奨学金の要返還債権額と延滞債権額の推移
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分
野
」
と
し
て
、「
数
学
、統
計
学
、科
学
」

の
分
野
が
設
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
分
か

る
。
豪
で
は
こ
の
時
期
に
す
で
に
、
将
来

的
に
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
時
代
が
到
来
す
る
こ

と
を
見
越
し
、
こ
れ
ら
の
学
部
の
学
生
拠

出
分
を
低
水
準
に
抑
え
、
優
秀
な
学
生
の

進
学
を
促
そ
う
と
す
る
高
等
教
育
政
策
運

営
が
展
開
さ
れ
て
い
た
と
み
る
こ
と
が
で

き
よ
う
。

わ
が
国
の
費
用
負
担
の
実
情

　

こ
れ
に
対
し
て
わ
が
国
で
は
、
18
歳
人

口
が
減
少
の
一
途
を
た
ど
る
中
、
大
学
な

ど
へ
の
進
学
率
が
「
大
学
＋
短
大
」
ベ
ー

ス
で
す
で
に
約
57
％
と
い
う
高
水
準
に
ま

で
上
昇
し
て
い
る
（
図
表
3
）。
そ
の
背

景
に
は
、

1
9
9
0
年

代
入
り
後
の

高
等
教
育
機

関
の
収
容
力

（
入
学
者
数

/
志
願
者

数
）
の
急
上

昇
が
指
摘
で

き
る
。
そ
れ

と
同
時
に
、

J
A
S
S
O

な
ど
が
提
供

す
る
奨
学
金

の
受
給
率
が

顕
著
に
上
昇

し（
図
表
4
）、

近
年
で
は
そ

の
滞
納
が
増

加
し
社
会
問

題
と
な
り
つ

つ
あ
る
。
図
表
5
か
ら
は
、
J
A
S
S
O

で
は
近
年
、
要
返
還
債
権
額
が
高
い
伸
び

を
見
せ
る
中
で
、
延
滞
債
権
額
は

2
4
0
0
億
円
程
度
に
抑
制
さ
れ
て
い
る

が
、
こ
の
計
数
に
は
実
は
、
J
A
S
S
O

が
2
0
0
4
年
度
か
ら
設
け
た
「
返
還
期

限
猶
予
制
度
」
に
申
請
し
て
承
認
さ
れ
た

分
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。
ま
た
、

J
A
S
S
O
は
10
年
度
か
ら
「
減
額
返
還

制
度
」
も
設
け
、
そ
の
承
認
数
も
伸
び
て

お
り
、
奨
学
生
の
卒
業
後
の
経
済
事
情
は

引
き
続
き
厳
し
い
状
態
に
あ
る
も
の
と
み

ら
れ
る
。

　

次
に
、
学
生
を
送
り
出
す
家
庭
の
側
の

経
済
事
情
を
見
て
み
よ
う
。
図
表
6
は

J
A
S
S
O
の
「
平
成
28
年
度
学
生
生
活

調
査
結
果
」
に
お
け
る
昼
間
部
の
大
学
3

年
生
の
回
答
か
ら
、
学
科
系
統
別
の
「
家

庭
か
ら
の
給
付
状
況
」
を
見
た
も
の
で
あ

る
が
、
家
庭
か
ら
の
給
付
の
み
で
「
修
学

可
能
」
な
学
生
は
6
割
弱
に
と
ど
ま
り
、

「
修
学
不
自
由
」
と
「
修
学
継
続
困
難
」

が
そ
れ
ぞ
れ
2
割
弱
、「
家
庭
か
ら
の
給

付
は
な
い
」
が
約
6
％
存
在
す
る
こ
と
が

分
か
る
。
ま
た
、
家
庭
の
経
済
事
情
に
は
、

学
生
の
所
属
す
る
学
科
別
の
バ
ラ
つ
き
が

大
き
い
。
例
え
ば
、
医
・
歯
系
は
私
立
大

学
に
進
学
し
た
場
合
、
相
当
に
高
額
の
授

業
料
が
必
要
と
な
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

家
庭
か
ら
の
給
付
の
み
で
「
修
学
可
能
」

が
7
割
超
に
も
達
す
る
な
ど
、
経
済
的
に

余
裕
が
あ
る
様
子
が
う
か
が
わ
れ
る
の
に

対
し
、
福
祉
系
は
医
・
歯
系
と
同
じ
く
国

家
資
格
が
得
ら
れ
る
学
科
で
あ
る
に
も
か

か
わ
ら
ず
、家
庭
か
ら
の
給
付
の
み
で「
修

学
可
能
」
な
学
生
は
4
割
に
も
達
せ
ず
、

「
家
庭
か
ら
の
給
付
は
な
い
」
学
生
が
1

割
を
超
え
て
い
る
な
ど
、
家
庭
の
経
済
事

情
が
と
り
わ
け
厳
し
い
こ
と
が
分
か
る
。

課
題
と
改
革
の
方
向
性

　

で
は
な
ぜ
わ
が
国
で
は
、
大
学
な
ど
の

高
等
教
育
機
関
に
奨
学
金
を
得
て
進
学
す

る
学
生
の
経
済
事
情
が
こ
れ
ほ
ど
ま
で
に

厳
し
く
な
っ
て
い
る
の
か
。
そ
の
最
大
の

要
因
と
し
て
は
、
現
行
の
J
A
S
S
O
の

枠
組
み
の
下
で
は
、
卒
業
後
の
収
入
水
準

に
見
合
わ
な
い
多
額
の
奨
学
金
の
貸
与
を

受
け
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
て
し
ま
っ
て

い
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
よ
う
。

　

J
A
S
S
O
の
第
一
種
奨
学
金
（
無
利

子
）
に
は
、
大
学
、
短
期
大
学
、
大
学
院

と
い
っ
た
学
生
の
在
学
機
関
別
、
お
よ
び

国
公
立
、
私
立
別
、
さ
ら
に
自
宅
通
学
か

自
宅
外
通
学
か
、
と
い
う
要
件
別
に
貸
与

月
額
が
定
め
ら
れ
て
お
り
、
在
学
す
る
学

部
や
専
攻
に
か
か
わ
ら
ず
、
一
律
の
制
度

設
計
と
な
っ
て
い
る
。
貸
与
月
額
は
家
庭

（JASSO『平成28年度学生生活調査結果』のうち、大学＜昼間部＞3年生の回答を対象）
（％）

学科系統 回答数

文・外国語・国際・文化系
法・政・経・商・社系
理・工系
農系
薬系
医・歯系
看護・保健系
教育・教員養成系
福祉系
家政・生活系
芸術系
スポーツ系
その他

全体

699
960
980
185
97
155
404
344
138
121
140
85
154

4,462

修学可能

56.2
56.3
59.2
66.5
60.8
72.3
55.7
57.8
39.1
62.8
51.4
48.2
54.5

57.3

修学不自由

17.7
18.2
17.3
16.8
18.6
11.0
19.3
19.8
24.6
13.2
27.9
15.3
16.9

18.1

修学継続
困難

18.5
18.0
19.3
15.1
18.6
11.0
20.3
16.3
25.4
21.5
17.1
31.8
18.2

18.6

家庭からの
給付はない

7.6
7.5
4.2
1.6
2.1
5.8
4.7
6.1
10.9
2.5
3.6
4.7
10.4

5.9

（原資料注）「家庭からの給付のみで修学可能ですか（最近１年間の経験から）」という問いに対
する回答（４件法）を学科系統別に示したもの。

（注）本表においては、各学科系統のうち、「修学可能」については高い順に上位３位までの学科
系統、「修学不自由」「修学継続困難」「家庭からの給付はない」については低い順に下位３
位までの学科系統（≒経済的な余裕度が相対的に大きい）を薄太字で表記したほか、「修学
可能」については低い順に下位３位までの学科系統、「修学不自由」「修学継続困難」「家庭
からの給付はない」については高い順に上位３位までの学科系統（≒経済的な余裕度が相
対的に小さい）を太字で表記した。

（資料）望月由起「大学３年生のキャリア形成と『家庭からの給付状況』の関連」『平成28年度学
生生活調査結果』（独）日本学生支援機構、2018年3月、表１を基に日本総合研究所作成

〈図表6〉学科系統別にみた「家庭からの給付状況」
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の
年
収
条
件
に
も
よ
る
が
、
各
区
分
別
の

最

高

で
4
万
5
0
0
0
〜
6
万

4
0
0
0
円
と
か
な
り
大
き
い
。
ま
た
、

1
9
9
0
年
代
末
か
ら
は
第
二
種
奨
学
金

（
有
利
子
）
も
拡
充
さ
れ
て
お
り
、
足
元

の
適
用
利
率
は
利
率
固
定
方
式
で
0
・
33

％
、
利
率
見
直
し
方
式
で
0
・
01
％

（
2
0
1
7
年
3
月
貸
与
終
了
者
）
と
ご

く
低
金
利
で
は
あ
る
も
の
の
、
貸
与
月
額

は
大
学
の
場
合
で
2
万
〜
12
万
円
と
、
相

当
な
高
額
も
選
択
可
能
と
な
っ
て
い
る
。

基
本
的
に
、
在
学
先
が
国
公
立
か
私
立
か

に
よ
る
貸
与
月
額
の
区
別
は
な
く
、
私
立

大
学
の
医
・
歯
・
薬
・
獣
医
学
部
を
除
き
、

在
学
す
る
学
部
や
専
攻
に
よ
る
区
別
も
な

い
、
一
律
の
制
度
設
計
と
な
っ
て
い
る
。

実
際
に
は
、
第
一
種
、
第
二
種
の
奨
学
金

を
併
用
し
て
受
給
す
る
ケ
ー
ス
も
少
な
く

な
い
。
ち
な
み
に
、
16
年
3
月
に

J
A
S
S
O
奨
学
金
の
貸
与
を
終
了
し
た

奨
学
生
の
1
人
当
た
り
の
平
均
貸
与
総
額

は
、
実
に
第
一
種
奨
学
金
が
2
3
7
万
円
、

第
二
種
奨
学
金
が
3
4
3
万
円
に
達
し
て

い
る
。

　

こ
れ
に
対
し
て
、
卒
業
後
の
所
得
水
準

を
デ
ー
タ
の
制
約
上
、厚
生
労
働
省
の「
賃

金
統
計
調
査
」
結
果
か
ら
見
て
み
よ
う
。

主
要
業
種
ご
と
の
賃
金
カ
ー
ブ
（
統
計
は

学
歴
不
問
の
も
の
の
み
。
図
表
7
）
に
よ

る
と
、
業
種
に
よ
っ
て
か
な
り
の
格
差
が

存
在
す
る
こ
と
が
見
て
と
れ
る
。
各
業
種

に
お
け
る
男
女
間
の
格
差
も
大
き
い
。「
賃

金
統
計
調
査
」
の
対
象
に
は
含
ま
れ
な
い

医
師
な
ど
の
専
門
的
職
種
を
含
め
て
比
較

す
れ
ば
、
卒
業
後
の
所
得
の
カ
ー
ブ
の
格

差
は
さ
ら
に
大
き
く
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
学
部
な
ど
は
原
則
不

問
で
多
額
の
奨
学
金
の
貸
与
を
受
け
て
い

る
と
す
れ
ば
、
卒
業
後
に
返
還
に
苦
し
む

人
が
増
加
す
る
の
は
あ
る
意
味
当
然
と
も

考
え
ら
れ
る
。

　

わ
が
国
に
お
い
て
は
「
平
等
」
を
重
視

す
る
考
え
方
が
根
強
い
。
90
年
代
後
半
〜

2
0
0
0
年
代
の
景
気
の
長
期
低
迷
下
で

格
差
が
拡
大
し
て
い
っ
た
時
期
に
、
少
子

化
傾
向
が
す
で
に
明
確
に
な
っ
て
い
た
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
新
規
学
部
の
設
置
が

次
々
と
認
可
さ
れ
、
大
学
な
ど
の
収
容
力

は
増
加
の
一
途
を
た
ど
っ
た
。
そ
し
て
、

そ
う
し
た
供
給
を
充
足
す
べ
く
、
ま
た
、

高
等
教
育
機
関
へ
の
進
学
の
「
平
等
」
を

達
成
す
べ
く
、
卒
業
後
の
所
得
に
必
ず
し

も
見
合
わ
な
い
過
大
な
経
済
的
負
担
を
学

生
本
人
や
そ
の
家
庭
に
負
わ
せ
る
形
と
な

っ
て
し
ま
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
。
こ

れ
で
は
、
せ
っ
か
く
の
高
等
教
育
が
真
の

意
味
で
学
生
本
人
の
利
益
と
な
っ
て
い
る

と
言
え
る
か
ど
う
か
疑
わ
し
い
。
そ
し
て

こ
れ
が
、
わ
が
国
の
近
年
の
成
長
の
一
つ

の
足
か
せ
と
な
っ
て
い
る
可
能
性
も
否
定

で
き
な
い
。
ち
な
み
に
豪
で
は
、
高
等
教

育
を
受
け
る
権
利
を
全
国
民
に
保
障
し
て

は
い
る
が
、
大
多
数
の
国
民
が
同
じ
〝
大

学
〟
に
進
学
す
る
高
等
教
育
シ
ス
テ
ム
に

は
決
し
て
な
っ
て
は
い
な
い
。

　

単
な
る
無
償
化
で
は
、
こ
う
し
た
問
題

の
根
本
的
な
解
決
に
は
つ
な
が
ら
な
い
。

今
後
、
少
子
化
が
一
段
と
進
む
こ
と
が
確

実
視
さ
れ
て
い
る
中
で
、
高
等
教
育
の
費

用
負
担
の
在
り
方
や
奨
学
金
制
度
に
つ
い

て
豪
の
例
に
倣
い
つ
つ
、
原
点
に
立
ち
返

り
、
学
部
ご
と
の
学
生
の
教
育
コ
ス
ト
や

卒
業
後
の
所
得
水
準
も
勘
案
し
な
が
ら
、

き
め
細
か
く
制
度
設
計
を
見
直
す
こ
と
が

ま
ず
求
め
ら
れ
る
。
わ
が
国
に
求
め
ら
れ

る
高
度
人
材
を
輩
出
し
、
成
長
軌
道
を
確

実
な
も
の
に
し
て
い
く
上
で
は
、
そ
れ
と

併
せ
て
、
高
等
教
育
の
成
果
を
学
部
・
学

科
ご
と
に
き
め
細
か
く
、
可
能
な
限
り
指

標
化
し
て
き
ち
ん
と
把
握
す
る
必
要
が
あ

る
。
情
報
公
開
を
徹
底
す
る
形
で
教
育
の

質
の
高
い
大
学
に
学
生
を
誘
導
し
つ
つ
、

高
等
教
育
機
関
の
規
模
を
少
子
高
齢
化
が

進
む
わ
が
国
の
身
の
丈
に
合
っ
た
も
の
に

ダ
ウ
ン
サ
イ
ズ
し
て
い
く
こ
と
が
、
費
用

負
担
制
度
の
改
革
と
併
せ
て
求
め
ら
れ
る

と
言
え
よ
う
。

男

サービス業
（他に分類
されないもの）
324.8

サービス業
（他に分類されないもの）

238.1

700
（千円）

600

500

400

300

200
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0

700
（千円）2017年
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500
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0
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医療、福祉
473.2

医療、福祉
277.1

金融業、保険業
618.4

金融業、保険業
325.8

教育、
学習支援業
544.9 教育、

学習支援業
444.7

製造業
409.9

製造業
237.3

宿泊業、
飲食サービス業
318.8

宿泊業、
飲食サービス業
218.7

女

（出所）厚生労働省『平成29年賃金構造基本統計調査』結果の概要、産業別
（https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/kouzou/z2017/dl/05.pdf）、第５図。

〈図表7〉主な産業別・性別・年齢階級別賃金の状況
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